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　（要旨）
現在，一般病院への医療バランスト・スコアカードの導入が病院機能ならびに病院経営の改
善に大きな役割を果たしつつある。しかし，他方では経営形態や構造や社会的役割が一般病院
とは異なる大学病院での導入事例は極めて少ないのが現状である。本論文では日本大学におけ
るマネジメントの構造と大学病院の位置づけ，そして大学病院の経営がかかえる基本的問題を
著者がかかわった駿河台日本大学病院の経営改善を通して考察する。また，医療BSCを大学病
院の機能向上のためにどのように活用することが可能か，実際の導入の過程を通して検討する。
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1．大学におけるマネジメントの構造と大
学医学部および附属病院

先ず，総合大学の付属病院の経営を考える
前に，大学付属病院の使命，そして総合大学
の組織マネジメントの構造と大学病院の立ち
位置を知っておく必要がある。以下に大学病
院が持つ基本的な使命，総合大学の中の医学
部の位置づけ，経営の現状について述べる。

a.大学付属病院の使命
大学および大学附属病院のマネジメントの
目的は以下のような5項目に整理することが
出来ると考えられる。

１）学生に高い水準の高等教育を継続的に行
うこと
２）教育の水準を維持発展（研究）させ学生
に還元して行く（知の再生産）
３）病院においては患者に高度で安全かつ暖
かい医療を継続的に提供する。
４）医療の水準を維持発展させ患者に還元す
る
５）営利企業と異なる点は利益追求が目的で
はないこと（ただし，利益を生み出すこと
は組織の義務である）。

b.総合大学の組織構造の中の附属病院の
位置
総合大学は種々の学問を行う各学部の総合
体であり，その法人本部に求められる機能は
大学のカラーと使命の統合性を保ち，より
高度な学問を推進しながら経済合理性を考
慮する，すなわち経営権と教育権（teaching 
right）のバランスを保つことであると考え
られる。もちろん大学である以上，学問の自
由の保証なくして教育研究の発展を求めるこ
とはできない。このバランスが最も難しい作
業であると考えられる。
つまり病院という現業を持つ医学部以外は，

「学納金」という行政で言えば「税金」にあ
たるお金がほぼ確実に納められるので，一般
企業のように「経営」に苦労することは少な
いはずである。つまり学生が集まり学納金を
収めるかぎり，支出の管理を行いさえすれば
経営破綻することはないのである。ところ
で，学生が集まる理由はしっかりと学問がで
き，就職に有利であることである。しっかり
と学問が出来る事と就職に有利であることは
リンクしながら評価されていくものである。
それには教員の向上心と使命感は欠かせな
い。他方，日本の大学においては大学の経営
をしっかり考えることができる教員・研究者
は必ずしも多くないと思われる。そのため経
営と学問のバランスを取ることこそ法人本部
が知恵を絞るべき最大の使命なのである。ド
ラッカーが言うように「マネジメントがプロ
フェッショナルを支配する構造にはなるべき
ではない」とはいうものの，健全な経営のも
とに学問の継続性があることを考えれば収支
バランスの調整は不可欠なのである。
ところで，教員には経営を理解することが

出来ないのであろうか？少なくとも教員は学
問で身を立てている以上，論理的な理解力に
は不足していないはずである。他方，近代的
経営の基盤にはしっかりとしたロジックとエ
ビデンスが必要であり，それをもとに大学の
使命を実現させるために経営が行われている
はずである。したがって大学においては経営
を透明化し，説明責任を果たせば教員に経営
状況を理解させることは決して難しいことで
はない。むしろ大学にとって経営の透明化，
説明責任そしてもちろん教育の場である限り
遵法性の確保を推進すれば，学生を確保しな
がら経営が困難になることは考えられない事
である。
図１に2012年３月までの日本大学の組織構

造の模式図を示す。全体のマネジメントを行
う本部があり，その下に14学部と付属高校な
どの部下校がある。そこで附属病院をこの組
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織図から考えてみると，本部の出先機関であ
る医学部のさらに出先機関であるという位置
づけになる。つまり病院という現業部門は，
大学の組織構造の中でも最も下流にある組織
と言える。このことは非常に逆説的である。
つまり最も最先端の診療機器を備え，専門職
が多く，労働集約的で，最も大きな予算を必
要とし，しかも行政介入によって診療報酬改
定という価格変動が定期的に生じ，疾病構造
の変化によっても患者数や収入が変動すると
いう不確定要素を抱える部門。すなわち最も
高度な経営能力が問われる病院が，組織構造
上は人事の最下層に置かれているのである。
この組織図が当てはまるのはあくまで大学
の事務職であり，本来，研究・教育・（診療）
を行う教員は本来このようなヒエラルキーに
は属するものではない。しかし組織全体の構
造と自らの使命を理解していない職員や教員
は，往々にしてこの構造の中に属するものと
勘違いするのである。

c.総合大学の中の附属病院の職員数と予
算

医学部の学生数は全学の0.7%であるにもか
かわらず，附属病院および医学部の財政規模
をみると全学の30％にも及んでいた。つまり，
医学部付属病院の経営改善無しに大学の経営
は成り立たないと言える。しかしながら，驚
くべきことには医学部および附属病院に経営
権は存在しない。つまり給与決定権，契約締
結権，予算編成権，人事権（事務職員，看護
師，臨床検査技師，放射線技師，栄養士など
のコメディカル）がないのである。さらに医
師の人事権は医局講座にあるため大学医局と
附属病院との間に利益相反が存在することに
なる。また給与を支払う職員数についても大
学本部に決定権があり，医学部単独で決定す
ることはできない。したがって適切な職員配
置を迅速に進めることもできない状況にある。
これは独立法人化していない自治体病院と構
造がほぼ同じであり，日本の公的病院がかか

図1　日本大学の組織構造（～ 2013年）

独立採算性を謳ってはいるが，事務職員の人事権や契約締結権，給与決定権，予算編成権
などの経営権は法人本部にある。したがって大学事務職員は法人本部の方針に従わざるを
得ず現場力を発揮できにくい。そこで教員が経営改革を進める必要があった。
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える大きな問題とも共通している。

d.大学附属病院のガバナンス
前述の通り，大学付属病院の中に経営責任
が発生するような自律性は備わっていないが
それでも経営責任は問われることになる。な
ぜなら大学本部には病院経営の細部を理解で
きる構造や人材もまた存在しないため，経営
権だけが存在することになる。したがって経
営能力と経営責任は経営権の無い医学部およ
び医学部附属病院に転嫁するほかはないので
ある。他方，経営権を委譲した場合は権限の
委譲をともなうことになるため，トップマネ
ジメントは権力構造の変化を受け入れる必要
があり実現しにくい。この構造は地方公営企
業法の全部適用を受けていない自治体病院と
類似している。つまり医学部および附属病院
に経営権のあるガバメントは存在しないが，
運営責任者が存在するという事である。その
ような状態では自ら内部統制すること，つま
りガバナンスが常に機能していなければ病院
が成立しないのである。この場合，病院長が
むしろガバナンスを成立させる責任者という
立場になるが，往々にして経営権の干渉をう
けるため，とても苦しい立場に置かれること
になる。病院長が強い意思をもって経営改善
に望めば病院のガバメント代表者としてリー
ダーシップをとることも不可能ではないが，
経営権がないことは常に病院長の手かせ足か
せになり理想的な病院経営を阻むことになる。
このような状況下で医師，看護師などの各セ
クションは，それぞれの現場のガバナンスを
発揮して全体の調和を目指すことになる。む
しろガバナンスに基づく現場力が病院の機能
を成立させていると言っても過言ではないと
思われる。

２．大学病院の経営改善・診療機能向上と
医療バランスト・スコアカード（医療
BSC）の導入

前述の通り，大学付属病院という組織では
ガバメントシステムが強くないため，現場力
というガバナンスシステムがセクション間の
垣根を越えて働いているというのが現状であ
る。その中で医師の役割は診療面でのリー
ダーシップを持つところにある。これは医療
が患者と医師の関係から始まり，看護師やコ
メディカルに連携していくという関係性にお
いて，そして医療の基本戦略を立案し統合し
ていく上で医師の役割が主体とならざるを得
ないからである。もちろん大学は先端医療に
チャレンジしていく場所でもあるため医師主
導というシステムが構築されやすい状況にあ
る。そのような中で駿河台日本大学病院に赤
字が累積している事態が表面化し，著者らは
医師主導で経営改善に取り組むことになった。

a.わかりにくい収支バランス
先ず，当初問題となったのは病院の赤字と

医学部の赤字の関係が解りにくかったことで
ある。医学部付属病院の医師のうち助手は教
員でもあるため，その給与を医学部負担とし
てしまうと病院が黒字化し医学部が赤字とな
る。逆に助手を病院で雇用しているとして給
与費を計算すると病院が赤字となる状況で
あった。文部科学省からの教員に対する補助
金である経常費補助金をどのように配分する
のかは人事異動も含めて，ある程度の調整が
可能であるため，経常費補助金の多寡も病院
の消費収支に影響を与えるのである。
図２に大学付属病院の消費収支と医師給与

および幹部職員（給与は大学本部から支給）
給与の関係を図示する。病院は本来それにか
かる人件費のすべてを計上して給与費の計算
を行いその上で収支バランスを考えなくては
ならないが，このような大学病院独特な人件
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費の計算は病院本体の収支を不明瞭にしてし
まい，その結果，経営改善を妨げる原因となる。

b.医師が主導する大学病院経営改善の取
り組み
そのような背景の中で，赤字が年間約12億
円にのぼる駿河台日本大学病院の経営改革が
進められた。その原動力となったのは経営刷
新委員会であり，これは主として医学部教員
である医師によって進められたのである。医
師が取り組むことになった理由は当時の医学
部長の発案で，それ以前のしがらみがなくフ
リーハンドに改革を進めることが出来ると考
えられたからである。これは同時に，時代に
合ったマネジメントを導入できるチャンスで
もあった。
経営改善の方法は以下のようにスタンダー
ドな方針で進められた
• 問題点の抽出：費用をベンチマークする
→妥当な支出かどうかを判断
• 解決方法の提示→提言書の作成
• 提言に基づく経費削減委員会の設置
• 削減委員会による具体的改善の提示と実
行

• 削減の進捗状況をサーベイしながらさら
に経営刷新を推進する

実際にベンチマークをしてみると人件費，
消耗品費，水道光熱費，医療材料費，薬品費，
委託費，その他，ほぼすべての領域で高コス
ト体質となっている事が認められた。また
7：1看護についてはすでに導入できる状態
であったにもかかわらず申請されていなかっ
た。人員配置や給与に関しては，さらに大き
な問題があると考えられた。つまり実質上「経
営」及び管理というべきものは機能していな
かったのである。
そこで図３に示すように病院の目的に立ち

返り，そこからミッション，ビジョンを考え
た上で戦略を立てて「経営」を進めることと
した。そして図４に示すような現状からの利
益創出と，医業収益創造の二本立てで経営改
善を進めることとした。その目指すところは
図５に示すような，教職員の病院経営に対す
る理解に基づく目的意識の共有を基盤とした
経営のポジティブスパイラルであった。この
ような経営改善によって初年度に年間の赤字
総額は12億円から６億円に圧縮された。これ
は主として経費削減によるものである。

図２　わかりにくい大学病院の経営状態
−2006年当時の駿河台病院を例にとると−
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他方，ベンチマークによって明らかとなっ
た赤字の最大要因は人件費というコストで
あった。しかしながら前述のように病院自体
に経営権がないため適正配置，給与費の改正
（賞与も含む）を実施することはできず，経
営権がある大学法人本部も給与改定に動かな
かったため根本的な経営改善を実施すること

は出来なかった。

b.経営改善の過程で抽出された大学病院
経営の構造的な問題

１）病院の事情を殆ど知らない法人本部の理
事が病院にとって最も重要な案件の決裁を
行うことになり，現実的な判断が得られ難

図４　現状からの利益創出

図３　駿河台日本大学病院の目的・使命と経営改善計画
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い
２）病院経営の根幹をなす給与体系が大学全
体の給与体系と同じであり，経営状態に即
して変えることができない
３）病院自体で経営分析に基づいて予算を編
成する事ができない（経営企画部門は存在
せず，エビデンスに基づくというよりも収
支バランスがとれる目標を軸に予算を作成
し，それで本部承認を受けているのが実態）。

c.大学病院での医療バランスト・スコア
カードの導入
医業収益の創造については新たな事業を企
画し創造する必要があることと，現場に経営
感覚を広める目的で医療バランスト・スコア
カードの導入を試みることにした。もうひと
つの狙いは各診療科，部門において以前から
試したかった企画を具体化し実現にこぎつけ
ることで閉塞感を打破するとともに，経営改
善につなげようという事であった。
導入に際しては図6に示すように日本大学

商学部の教員と日本医療バランスト・スコア
カード研究学会企画研修委員会の応援を受
け，講演会とワークショップを繰り返しなが
ら方法論を具体的に身につけていくという形
をとった。そして，まず最初に病院執行部に
より図7に示すようなSWOT分析とクロス
分析を行い，クロス分析の結果にしたがって
図８に示すような戦略マップを作成した。ス
コアカードには，患者の集まる病院づくりと
いう戦略テーマの中で，「成長と学習の視点」
の戦略目標に①病院に付設する健診センター
であるにもかかわらず，病院への紹介システ
ムがなかったことが明らかとなったため，そ
のシステムを構築すること，コスト削減とい
う戦略テーマでは②教職員の経営に対する意
識改革を行う事を掲げてバランスト・スコア
カードを作成した（図９）。
これに引き続き，各診療科および部門にそ

れぞれのBSC作成を依頼したところ16もの戦
略テーマでBSCが作成された。表１に駿河台
日本大学病院で行われたBSC発表会の際の演

図５　経営刷新のポジティブスパイラル
−経営の改善だけでなく診療機能向上を目指す−
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図７　SWOT分析･クロス分析

図６　駿河台日本大学病院におけるBSC導入のプロセス
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図８　駿河台日本大学病院の戦略マップ

図９　BSC



大学病院における医療バランスト・スコアカードの適用

— 58 —『商学集志』第 84 巻第3・4号（’15. 3）

題名を示す。ここではそのうち14のBSCが発
表されている。これらのBSCに対しては評価
委員による評価を行った上で優秀なものを表
彰するというようにして推進した。またそれ
ぞれのBSCの進捗状況についてもモニタリン
グして評価尺度を満足させているかどうかに
ついて確認を行った。BSCの作成に関しては
大勢の医師と看護師，栄養士，放射線技師，
臨床検査技師が参加したが，病院事務職幹部
は執行部のBSC作成以外，積極的にBSC導入
に参加する姿勢を見せることはなかった。
つまり現場力は発揮されたが，マネジメン
トを行うべき事務部門がマネジメント力を発
揮できなかったのである。

3．大学病院における医療BSC導入の問
題点と展望

医療BSCを導入した多くの病院では事務部
門が積極的にBSC導入を推進するものの医師
をBSC作成に動員することが難しく，それが
BSC推進の障害となっている。これは，これ

までの日本では医師が経営を教育されること
がなく，院長や副院長以外の多くの勤務医に
とって経営は考える機会もなかったからでは
ないかと考えられる。
他方，駿河台日本大学病院においては医師

主導で経営刷新委員会，経費削減委員会など
を設置し，経営に対する医師の関心が高まっ
ていたこともあり非常に多くの医師が参加す
ることになった。医師による医療行為の基本
は診断と治療，評価，方針の決定，経過の
チェック，それによる治療方針の変更という
繰り返しである。つまりPDCAは習慣になっ
ていると言える。また，特に大学病院におい
ては常に教育，研究，臨床もまた習慣となっ
ており，さらに医学教育ワークショップなど
グループによるトレーニングの機会も多いの
で，BSCの背景の理論を身につければBSCを
運用し，確実に実施していくことに大きな困
難はないものと考えられた。
大学病院でのBSC導入を実際に経験した結

果，その実現を難しくさせている要因は事務
職のスタンスと考えられた。これは「大学病

表１　2010年，駿河台日本大学病院BSC発表会の演題
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院におけるマネジメントの構造とガバナン
ス」の項でも述べたとおり，大学業務におけ
る事務職のスタンスと密接に関係していると
思われる。
つまり大学でマネジメントの実務を行う事
務職員は，大学の使命を理解して共感し，ス
テークホルダーである学生やその保護者のた
めには学納金を下げる努力を，教員に対して
は研究・教育・診療環境を最善のものにする
ための努力を，また，病院においては患者や
地域，医師会，そして連携病院に対して社会
的貢献の努力をするのが本来の使命である。
その信用の上で，教員は学問や診療に邁進し，
学生は勉学に努力するのである。またこれら
のことは健全な経営基盤があってこそ実現す
るものである。経営改革の経過の中で，現場
の事務職員は次第に改革に協力するように
なった。
しかし，前述のような権力構造が大学に存
在するために職務とガバメントとの板挟みに
なってしまい，職員によっては本来持ってい
るはずの使命感を維持できにくくなっている
のではないかと思われた。つまり経営権者に
よる説明責任，遵法性，公正性，透明性といっ
た現代的なガバメントの構造が日本大学で機
能していないことが，科学的で論理性の高い
BSCを推進する際に最大の阻害要因となって
いるのである。それと同時にトップマネジメ
ントのガバメントに対するガバナンスのシス
テムがないことも大きな要因となっている。
つまり前述の通り，例えば病院の現場には
ガバナンスが存在するが，大学のトップマネ
ジメントに対して評議員会や理事会は「経営
者を監視する機能」という意味でガバナンス
機能を果たしていないのである。それは医学
部の赤字垂れ流しが長く続いたことからも明
らかである。つまり病院の赤字が続いてきた
にもかかわらず歴代の経営権者は未だかつて
誰一人責任をとることもなく経営権の無い病
院長や医学部長に経営責任を押し付けてきた。

この構造の中に自己変革の可能性はない。そ
の改革を進めるべきは文部科学省であり，文
部科学省は安易に学長に権限を集中させるの
ではなく大学にOECDコーポレートガバナン
ス原則１）の推進を求めるべきである。その
ような環境の中でこそ大学，そして大学病院
に健全な経営が実現するものと考える。

4.大学の臨床研究機能と医療BSCの応
用

BSCのプロジェクトマネジメント機能は，
大学病院における診療機能の向上について前
項表１に示すような種々のプロジェクトの発
案・計画・実現に有用であった。これをさら
に進めて臨床研究に役立てることが出来るの
ではないかと考えBSCの作成を試みた。ここ
では日本大学小児科学教室の腎臓研究班で行
われたBSCを例に紹介する。
大学病院においては臨床・教育・研究がお

こなわれているが，大学病院の医師のキャ
リアパスの中でもっとも重視されるのが
Impact factor（IF）が付いた英文の研究論
文の作成である。これは助教に採用される条
件の一つでもあり，これをもとに博士号の
取得を目指すこともできる。さらには准教
授，教授の選考にも大きな影響を与える。ま
た臨床研究を行う上では，研究対象となる疾
患をもつ患者がいないと話にならない。した
がって患者をどのように増やすかが次の課題
である。また研究機能を維持するには同じ志
を持つ人材の確保は研究推進に欠かせない。
SWOT分析・クロス分析を行った結果，小
児腎臓研究チームの戦略目標はそのような結
論となった。そこで図10に示すような３つの
戦略テーマを掲げた戦略マップを作成した。
この中の戦略テーマ「学術活動の活性化」に
ついてバランスト・スコアカードを作成する
と図11のようなる。成長と学習の視点から考
えると，最も必要なことは完成度の高い研究
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図10

図11　日本大学小児科腎臓班のBSC
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の発表であることがわかった。何故ならそ
れがIFのついた論文のもとになるからであ
る。その重要成功要因にはconclusiveな報告
である事，そして必要な文献が確実に検索さ
れ記述されている事などが考えられた。そし
てその評価尺度には学会賞を受賞すること
（現状値0/年から2/年に増やす），また参
考文献数についても１論文あたりの現状値10
編を25編に増加させることとした。アクショ
ンプランとしてはconclusiveな報告について
は希少症例の病態生理をよく理解し結論を導
き出せる考察を行う事とし，文献検索に関し
ては文献検索ソフトEndNoteⓇのみではなく，
Googleも用いて検索を行う事とした。この
ような努力を行う事によって完成度の高い論
文を作成でき，その結果，学会での認知度が
高まると同時に学術貢献もできる。その積み
重ねが学位論文の取得や，教員の職位の獲得，
そして留学のチャンスにもつながっていくと
いう長期的なプロジェクトマネジメントであ
る。
このように実際に学術活動においても戦略
目標を明らかにしてBSCを作成することによ
り目標達成に対するアプローチを具体化，可
視化し実現につなげることが出来るものと考
えられた。このようなプロジェクトのマネジ
メントと時間の管理はチームのマネージャー
が行う必要があると考えられる。これまで学
術研究は主として研究者や研究指導者による
管理が行われてきた。しかし，このように
BSCを作成してみると良質な論文を数多く生

産するためには，専任のマネジメントが必要
ではないかと思われる。

5．結語

医療BSCは科学的で論理的なプロジェクト
マネジメントツールとして大学病院でも十分
に活用できると考えられた。特に医師や看護
師，コメディカルスタッフにとっては取り入
れやすい方法であり，実際に十分な成果を上
げることが出来た。また医学研究のプロジェ
クトについても応用できるものであることが
わかった。しかし，現状の大学病院の事務組
織を考えると，大学本部の組織構造と医学部
の関係，そしてその附属病院という上意下達
の構造があり，それに伴う権限の限界の問題
がある。そのため大学病院の幹部事務職員が
自律的にBSCに取り組むことは難しいように
思われた。また，この構造は地方自治体病院
など行政機関に附属する病院とガバメントの
関係，そしてガバナンスの状況と類似してい
るように思われる。これらの問題を解決し経
営を近代化するためには説明責任，透明性，
公正性，遵法性といった組織の，また経営の
トップマネジメントの近代化が必要であると
考える。
＊本研究はJSPS科研費（H25 ～ H27）挑戦
的萌芽研究「医療BSCの利用領域拡大と応
用のイノベーションに関する国際比較研
究」課題番号25590086による研究成果の一
部である。

〔注〕
１）OECDコーポレートガバナンス原則は，

①株主の権利，②株主の公正な扱い，③
利害関係者の役割，④情報開示と透明性，

および⑤取締役会の責任の５節から構成
され，各節は１つの原則および原則を支
える複数の勧告から構成されている。
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（Abstract）
Recently, hospital balanced scorecard（HBSC）has been introduced for many regional 

private hospitals and played important roles for the hospital management reform. However, 
HBSC has merely been introduced to university hospitals, those which are different from 
regional private hospitals in management system, financial structure and social mission. 
I will discuss about the management structure of Nihon University, the positioning of 
university hospital in the whole university management and the basic problems in the 
management of university hospital through my experience of management reform of 
Surugadai Nihon University Hospital. I will discuss the possibility of the application of HBSC 
for the development of clinical and research function of university hospitals, through the 
actual process of HBSC in our university hospital, as well.  


